
経済産業省 補 正予算等関連 (案)

23年 4月 13日 時点

経済産業省

1.中 小企業等

(1)資 金繰り支援

(A)中 小企業向け

被災中小企業に対して、
'日
本公庫等の災害復旧貸付や災害関連保証

(100%保 証)を発動するとともに、セTフ ティネツト保証 (100%保 証)に

ついて4月 以降も原則全業種で実施中。

中小企業は今般の震災により直接日間接に大きな被害を受けて極めて厳しい

状況にあるため、信用保証や公的融資について、間接被害を受けている者も含

めて、利用枠の拡大や金利引き下げなど内容を大胆に拡充した震災対応の金融

制度を創設し、資金繰りに万全を期す。

①保証協会による 『東日本大震災復興緊急保証 (仮称)』:

直接的又は間接的に著しい被害を受けた中小企業者を対象とした新たな保
証制度 『東日本大震災復興緊急保証 (仮称)』を創設し、中小企業者やその関
係者に安心感をもたらすために必要な保証枠を確保するとともに、保証限度額
及び保険填補率についても大幅に拡充する。

【保証限度額】 災害関係保証等と合わせて、無担保 1億 6千万円、最大で
5億 6千万円の枠を利用可能。(一般保証とも別枠)

.【
保証割合】 融 資額の全額を保証 (100%保 証)

【保険填補率】 9割 (現行7～ 8割を引き上げ)

②理本/At亘1商工中金による 『東日本大震災復興特別貸付 (仮称)』

直接的又は間接的に著しい被害を受けた中小企業者等を対象とした新たな

融資制度 『東日本人震災復興特別貸付 (仮称)』を創設し、必要な融資枠を確

保するとともに、金利引き下げ措置、貸付限度額、据置期間を大幅に拡充する。



(B)中 堅 ・大企業向け

①中堅口大企業向け緊急金融支援パッケニジ

震災の影響により経営に支障が生じている中堅 ・大企業に関し、①商工中

金・政策投資銀行による長期資金の融資『危機対応貸付』の枠の拡充、②中堅 ・

大企業の信用力の補完 (損害担保)、③利子補給t④ 産活法認定企業に対する

指定金融機関からの出資の円滑化を図る。

これにより、取引関係のある中小企業の事業安定にも寄与する。

(C)そ の他

①危機対応業務に係る出資期限、政府株売却の起算時期等の延長二

株式会社商工組合中央金庫が震災対応の危機対応業務を万全に行つていく

ために、政府の危機対応業務に対する出資期限 (平成23年 度末)や 、政府株
売却の起算時期 (平成24年 4月 )等 を延長する。

(2)工 場等の復旧合の支援

①中小企業等が一体となつた施設復旧・整備への支援

被災地域の中小企業等の事業者が二体となって進める再建計画を都道府県

が認定し、その計画に不可欠な施設の復旧・整備を国と都道府県が連携して補

助金により支援するともに、1被災した商店街の施設復旧・修繕を支援。

また、津波等により壊滅的な被害を被らた地域などにおいて、被災地域の要

請に基づき、中小企業基盤整備機構が仮設のものも含め貸工場・貸店舗等を整

備する。               ・

※既に、平成22年 度補正予算や23年 度当初予算の活用により、被災した

商店街施設の復旧支援を実施中。



②復旧・復興のための支援専門家派遣

工場等の復旧・復興に必要な人材不足を補うため、巡回アドバイザニや専

門家を派遣。設備修理の技術サポー ト、経営相談、まちづくり相談などをき

め細かく実施する。

※既に、中小機構が盛岡、仙台、福島に支援拠′点を設置するなど、23年

度予算を活用し、事業を開始中。

など

2.石 油・ガス・LPガ スなどエネルギー供給施設の復旧等を支

①被災地での簡易SS設 置等支援

地震口津波によって営業不能になつたSSの 仮営業のための移動式給油機の

設置等を支援する。

②被災地SSの 早期復旧支援

被災地域の損壊したタンクなどの補修 (約500カ 所)や 全壊したS、Sの 撤

去t再 開時の安全点検 (約1500カ 所)を 強力に支援する。

③被災地SS向 け資金繰り対策

運転資金の 100%の 信用保証枠を創設し、被災地域のSSの 資金繰りを支

援する:

④特定被災地域向け石油供給支援

津波等による損壊で通常の信用取引が困難な被災地域にあるSSの 貸し倒

れリスクを国が負担することで、当該地域への石油製品の安定的供給を支援す

るb

⑤油槽所機能の復旧

被災地等への石油製品供給の重要拠点となる東北太平洋岸の油槽所機能の

早期復旧を図る。|
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⑥被災ガス、LPガ ス関連設備の復旧

壊滅的な被害を受けた宮城県・岩手県・福島県におけるガス関連設備やLP

ガス関連設備の復旧を支援する。

(※前掲 「中小企業等が一体となつた施設復旧・整備への支援」の内数)

など

3.電 力需給ギャップ (特に夏場)を 解決する (関東・東北圏内)

(1)'電力供給力強化のための対策

①自家発電設備等の新増設口増出力に対する支援

計画停電回避のため、自家発電設備の新増設・増出力、及び、休眠している

自家発電設備の立ち上げを行う事業者へ設備導入や燃料費を補助する。

②tt域間連系設備等による電力融通強化に向けたプラン策定

中部■東京間、北海道―東北間等の電力融通を行う連系設備等を強化するた

めの今後の工程表、マスタープランを早急に策定する。        |

(2)電 力需要抑制のための対策

①国民 ・産業界に対する節電広報

オフイスビルや中小製造者などの小日需要家に、自主行動計画の策定を促し、

節電を促進する。家庭に対しては、具体的な節電方法を広報し、国民レベルの

節電を促す。

②節電サポート事業

削減ポテンシャルの大きい小日需要家 (約20万 戸)に対しては、エネルギ
ニ管理士や電気主任技術者等の専門家が個別に訪問し、業務実態に応じた具体

的な節電方法をアドバイスする:

など



4.原 発事故に対する早期対

①事故原因の徹底究明等

福島第二原発の事故が収東する以前から、現場に入つて情報収集や分析を行

うなど事故原因の徹底究明を行う。同時に、東日本大震災を踏まえた重大な事

故に対する安全対応策の見直しや津波対策等の強化を早急に行う。

②周辺住民向け巡回相談 ・電話相談の更なる強化

原発被災者が身を寄せるすべての避難所を直接訪間し、原発事故で不安が高

まうている周辺住民からの相談にきめ細かく対応する。同時に、いつでも相談

に応じられ、かつ、必要に応じて関係機関を紹介する電話相談窓口も強化する。

※4月上旬より当省職員を原発事故被災自治体に常駐派遣し、原子力被災者生

活支援チームおよび現地対策本部と連携しつつ、被災自治体業務の支援を実

施中6

③輸出品の線量検査補助

風評被害による物流の停滞を防ぎ貿易の円滑化を図るため、政府による風評

被害対策の一環として輸出品に係る放射線量検査の検査料を補助する。

※いわゆる風評被害を回避し、日本の経済活動の円滑な実施を確保するため、

上記にカロえ、以下の取組みを実施中。
・各国 ・地域のとうている措置の調査、風評被害を回避するための在京の

外交団に対するブリーフィング、在外公館等を通じた説明や申入れ。
・JETROに おいて、海外とのビジネスにトラブルが発生した場合の対

応などについて緊急相談窓口を設置。
・検査機関の紹介、商工会議所による簡便な証明の周知。
・NEXIに おいて、放射能汚染を理由とした貨物の輸入制限 0禁止等に

よる損失が貿易保険のてん補対象となり得ることについて具体的事例

を挙げて周知するとともに、東日本大震災を受けた貿易取引等に関する

相談を広く受け付ける相談窓口を設置。
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④ネット上の不正確情報の監視等

周辺住民が不安にならないように、今回の原子力災害を鑑みた放射線影響に

関する情報の提供等をきめ細かく行うとともに、インターネット上の不正確な

情報を監視し、それに対して正しい情報を発信する。

⑤緊急時における対応体制の確保       |

津波等により使用不能となつたオフサイトセンターの代替施設を確保する

とともに、損壊した通信機器、防災資機材等を早急に復旧する。

など

5,イ ンフラ復旧支

①産業インフラ復旧支援

産業インフラとしての工業用水道 (25箇 所)復 旧のため8県 2市 村に支援

する。支援にあたっては、今回の震災の被害状況に鑑み、従来の補助率を嵩上

げする。(嵩上げにより費用の8/10を 補助t現 行予算措置で4/10等 )

②経済産業省関連施設の復旧

水没 口全滅した岩手県の久慈基地 (石油備蓄基地)地 上設備や被災した希少

金属国家備蓄倉庫 (茨城県)な どの施設復旧を行う。

など



東日本大震災に係る中小企業対策について
平成23年 4月13日 中小企業庁

事項 公表日 対策

縦螂
１
．経

Э特男1相談窓回の設置 3月11日
套          要 爺授3程委菫奨           暫

商`二会連合会、中4)企業団体中央

②ワンストツプ電話相談の果施 3月 1日 暮奪籠墨罫崎裏薔信お認踊n;根肇為認践塾ξ雪鼈
る「申小含育
ウンストツプ電話相詢を実施C話

③被災地への専門家チームの派
遣。現地支援拠点の設置 |

3月 29日 裏掌財 撃槽lh警鍵轟議          事習γYピ[】刀裔身
を行
:べ
く1経
営支援等の事門

Э被災地における出張相談会(金
融相談)の開催

3月 31日
日本政策金融公庫、商工中金、信用保証協会が、被災地(青森県、岩手県、宮城県t福島県等)に出張し1中小企

業からの金融相談を受け付ける出張相談会を実施。

2.広 報

Э広報体制の強化 3月 16日
耳8撃京X翼暑程鼎婦臨惰寵

ネィトワ
ーク`情報鷹棋9糞浙 峯痛螢崎1鋭橋躍譜囃畏幌霞

②「中小企業向け資金繰り支援策
ガイドブック」等の配布

3月31日
4月13日

l小企業者に配布。

3.金融

Э既往債務の返済条件緩和等 3月11日 呈お避鯖鵬 硼 錫憚 らま写鼎 騨 蕊鱚 義紺
務の条件変ユ貸出手続

②日本政策金融公庫、商工組合中
央金庫における返済条件緩和の
遡及適用    ・

3月14日 宮借盤投聞 靱 繹 牌 響 鵬 朧 飛臨 お脳離 賓 積酬
小企業の負担軽減を実施。      ′

③災害復旧貸付及びその金利引
下げ措置の実施

3月1 1日
3月12日

日本政策金融公庫及び商工組合中央金庫
ダ諾 鸞 配ジ署署]『1翼養蔦

を含む)に対して、運転資金又は設備

資金を別枠で融資する災害復l口貸付マ                l後 3年間、借入額のうち、1000万円

を上限として基準金利から0,9%の 金利引下げを実施。

④日本政策金融公庫のセーフテイ
ネット貸付の金利減免措置

3月31日
日本公庫によるセーフテイネット貸4寸について、平成23年度予算等を活用し

≦稼智量縫学峰稀・ス指貯墨ぎず蒼キ裂翡適用される者に対する金利減免措置、②売上減少や雇用の維持
・拡大等のi

後3年間の最大0。5%の 金利引下げ措置を実施。

Э商ェ中金によう危機対応貸付の
発動

3月31日 薔」ζ鷲到説諷曇霜黛ξ留たゴ?瞥縁賢鷲楼偏品ぎ梁眠業蝙建宋な層僣
等の影響を受けた中小企業者を対募
亀害担保を付すことにより、長期・低利

の融資を促進するもの)を実施。

⑥マル経融資の要件緩和 3月 31日 顕槻孟躙結      馨 鐘菖舗畿鍮ざ浴熙了響itty
会議所)に要請。

桑月畳信融機す
における中小企 3月 14日

審査書類の簡素化や契約手続き等の迅速化、返済期日経過後の期日延長や返済方法の変更等を通じ、被災した
中小企業の負担軽減を実施。

Э災害関連保証の実施 3月 12日
直接的に被害を受けた中小企業者に対して、信用保証協会が別枠で保証を実施(100%保 証:保証限度額は無
担保8千万円、普通2億円)。

Эセーフティネット保証(5号)の対
象業種の拡大

3月 23日 通冬協 翻 翻 躍i編 桜捌 聾団 霞あ毅飾鶴 ]鶉鋪
少している中小企業者が対象)。

⑩小規模企業者等設備導入資金
貸付等の償還期間延長

3月12日
嵩聰    P麒

い 規模企業設備貸悧 劇こついて、既往貸付金
・tlA金の償還期

|                     .

①高度化貸付の債権放棄・償還猶
予,返済期限の延長

4月 5日 訳裂聰寛眸離期贈猫2爵鍾臨鶴震選?陶 lW褥 瑠離繕駅轟
期限の延長を迅速に行うことを都道府県知事及び中小企業基盤整備機構に要請.

済共４
．
等

Э小規模企業共済の災害時貸付
等

3月11日
3月18日

宅朧 翻 懺 調 會ど語朧 醍 鶴鶴 頸 β滉甜 認 観 譜
銅8風ξ塵疑駆酷畠ツポ柵腸謂rl望議幕錦整羅舗穂 漫鋳線議‰還化等もあわせて実施。

Э中小企業倒産防止共済の返済
期限の延長等

3月11日 中小企業基盤整備機構が実施する中小企業倒産防止共済
の契約者のうち、今般の災害により被害を受けた者に

対し、①共済掛金の納付・共済金貸付金の返済支払いの猶予、②共済金支払いの迅速化等を実施。

③中小企業倒産防止共済制度の
運用改善

4月 3日 掌鶴 蹴‰雪鸞IE警]境硼藉7藉橿蕩諄撃奏E電レ爾
般の解で適用された、新欄
倒産状態にあるとして貸付けが受け

られるよう省令を改正。              `

Э日本貿易保険の契約諸手続き
の猶予等

4月 11日
日本貿易保険が、被災中小企業者に対し、①各種申込、申請、通知等の手続や保険料納付の期限の猶予、②損

喬脇基叢愛議奪にF鰻麟爵露ξ幾属
険者の義務の猶予・減免、③未経過保険料の全額返還、サービサー回収費
斉的負担の減免、を実施。

5.災害
復l日

Э事業協同組合等の施設の災害
復旧支援

3月 12日
都道府県が行う事業協同組合等の災害復旧事業への補助に対し、都道府県が事業費の3/4を補助する場合、国
がその経費の2/3を補助。

Э被災した商店街の災害復旧支援
3月23日
4月1 1日

被災地での地域コミュニティの機能回復に向け、被災した商店街の復旧を支援する事業(商店街の設備の
一部補

鑽職紹禽賢諷譴璧重婚暑習れ硼
1睾
脇卑l撃集雹鶴 難了職

に、蝶縮

Э仮設店舗t仮設工場等の整備 4月 11日 鶉 箭腰勝欝鰹 憲層資森詩
災にょり大きな被害を受けた地域において、仮設店舗・仮設工場等の整備
的なニーズの把握と準備のため、中小企業庁や中小企業基盤整備機構等の

職員計43人を岩手県、宮城県、福島県等に派遣。             | ,

6.官公需における被災中小企業の受注機会
の増大

3月 25日
今般の災害による影響を受けた中小企業者に関して、官公需における■層の受注機会の増大を図るため、きめ細
かな相談対応や発注情報の積極的な提供に加え、平成22年度内の履行が困難となった契約について繰越等の
措置を必要に応じて講じることを各府省等に要請。

7.被 災者への施設提供 3月 17日 腋災地及びその周辺に所在する中小企業基盤整備機構の26施設のうち安全が確保されたものについて、被災し
た自治体の要請に応じ、自治体に提供。

8。東北地方太平洋沖地震中小企業対策連
絡本部の設置

3月 22日

全国的に多数の中小企業に深刻な影響が生じている現状を踏まえ、必要な中小企業対策を検討。実施していくた
め、政府と中小企業関係機関が、中小企業の被災状況や、被災中小企業救済に係る取組状況、今後取り組むベ

き施策の在り方等について情報共有と意見交換を実施(本部長t中山義活経済産業大臣政務官)。3月22日に第
1回、31日に第2回を開催。



中小企業庁

資料1

東日本大震災により被災された

中小企業の方々の現状と課題について

【中小企業庁職員の出張報告、中小企業団体の方々からの情報提供等を基に、業所管官庁の見解を踏まえて作成】



1:中小企業復興支援の重要性

今回の震災においては、以下のような4つの異なる被災状況が生じ
ているが、共通するのは、各地の中小企業が大きな被害を受けてい

ること。

中小企業は地域住民の生活基盤や雇用の場として、日常に根付い
た存在であり、甚大な被害を受ければ失われやすくt地域コミユニ

ティの存続にも影響を及ばしかねない。

(1)津波により被害を受けた地域の課題(資料pl γ4)

(2)津波を受けていない震災地域の課題(資料65)

(3)原子力発電所の事故による影響(資料p6)

1(4)全1国規模で生じる影響(資料p7ん8) |

□



2.支 援を求める声

当面の中小企業支援についてはt次のような切実な声を踏まえた対応が必要。

(1)津波や地震の直接被害はもとより、様々な間接被害を多くの事業者が受けて
おり、うなぎ資金や前向きな投資など多様な資金が求められている。

(2)甚大な被害により、大幅な売上減に陥る中で〔なんとか雇用を維持したい、
そのための支援がほしいとの声が多数上がっている。

(3)津波の被害を受けた地域では、中小企業が根こそぎ失われる事態も生じて
いるが、そうした中でも、仮設の店舗があればすぐにでも商売を始めたいと
いつた声が出ており、互理盗丘づ量上軒先で販売を行う事業者も見られる。

(4)工場等が損壊した事業者から、同業者と共同して事業を再開したい、元請
け企業の助けを借りながらサプライチェーンを復活したい、といった要望が聞
かれる。特に沿岸部では、漁業と食品加工の一体再生が求められている。

(5)地震の影響を受けた設備の補修等を行う専門人材が不足しており、事業再
開が滞っているとの声が出ている。

(6)風評被害や遠慮被害により取引が停滞する中で、地域産品の新たな販路
を求める声が強い。また、輸出の際に、残念ながら放射線検査を求められる
例が増えており、検査体制が足りず偲予約が取れない事態が生じている。

|      □



3.自 治体や中小企業団体との連携

(1)中小企業の支援を行うに当たつては、自治体、中小企業団体

(沿岸部の多くは商工会の地域)等と連携し、復興プランを描くこ

とが必要:その際t沿岸部の甚大な被害を受けた事業者の方々

からはt場所を移しての再建や共同化などの要望が出るァ方で、
元の場所に復帰してこれまでどおりの事業をやりたいといつた声
が出ており、これらに思いを致すことが必要:

(2)また、震災により相談が多様な点に加速度的に増えており、相

談拠点の増]童やt相談員の追加配置などにより、十分な相談体

制とすることが求められている。

事業者数が多いこと、小規模の者が太宗を占めることなどから、

政府広報が大きく改善しつつあるものの、施策がなかなか知られて

いない実態がある。

各省の協力によりt中小企業の方々に必要な情報を網羅したi

し、中Jヽ と連携して した広報を行うことが
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1.津 波により甚太な被害を受けた地域の中小傘業復興の課煙、

(1)今 回 の 津 波 により甚 大な被 害を受 けた地 域 では 、主 要産 業である漁 業 及

陥 か'こ 生 ロ ロエ が ・か 皇 呂1二_の 鼻

⊥二直面△また、転廃業できなけれ ば、新たな環境 で生活していけない事 業者

も多数存在'している。
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①商工業者が一番不安に思っていることは、建物を喪失し、担保もなく資金を借り入れられず、再建ができるの
か?と いうこと。(岩 手県商工会連合会)

②資産が滅失しているのだから、無担保 ・無利子での融資は最低実行してほしい。でなければ、補助金をお願い

するしかない、という声が多い。(塩 竃商工会議所)

③漁業従事者は若くて60歳 くらいの高齢者であり、元々今抱えている借金を返したら廃業しようかと考えている人も
いる。多くが廃業するのではないか。(多 賀城商工会)1



1.津 波により甚大な被害を受けた地域の中小企業復興の課題

(2)工 場や店舗を失った事業者は、事業再開のための基盤を独 自に回復する

ことは困難。他方、地震から三週間が経ち、仮設の店舗や共同工場等につ

いての要望が上がり始め、 留が ば 急に たいとの
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宮古の商店街・・

津波被害を受けたものの

商店を開けて再開
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【中小企業等の声 】

① 明 日にでも漁 に出て、魚 を捕 り、漁業を再 開したい。とにかく魚を売ってお金が入って、

仕事 が回っていけば、いずれ復活する。(宮 古商工会議所)

② 仮設店舗 が40店 ほしいという声 が届いている。(石 巻商工会議所)

③ 店を失った人たちが軽 トラックを持ち寄って簡 単な市を開催 しようとしている。(宮城 県商工会連合会)

松島・・

営業再開に向け

復旧を急ぐ土産物店

z



(参考1)津波による直接の被

青森県、岩手県、宮城県、福島県での漁業
従業者数は全国の漁業従業者数の約10%

を占める。

資料 :総務省「平成21年経済センサス」

被災した沿岸の市町の財政力指数

(%) 財政力指数

高齢化率 20091F月電

宮古市

大船渡市

陸前高田市

釜石市

大槌町

山田町

2 0.36

2 0.4

3 0.2

3 0.5

29 0.32

2 0.2

石巻市 0.5

気仙沼市 26 0.4

東松島市 2 0.45

亘理町 2 0159

山元町 2 0.4

南三陸町 2 0.3

南相馬市 (旧原町市)23 0.6`

※沿岸の被災地とは、災害救助法適用の青森県、岩手県、宮城県、福島県の沿岸に所在する市町村とした。

山序
　一

の漁業地域の状況

全国平均20.1%

資料 :総務省「平成17年国勢調査」及び

総務省ホームページ

※高齢化率とは、総人口に占める65歳以
上人口の割合。数字は2005年時点。 資料:総務省ホニムページ

※財政力指数とは、過去3年間の

基準財政収入額/基 準財政需要額の平均値。

1.今回の津波により被害を受けた地域では、漁業及び漁業から派生する食品加工業等カ
主要産業となつている。
2.今回の津波により被害を受けた地域は、元々高齢化が大きく進行しており、漁業の担い
.手の多くが失われ、港湾や卸売市場、漁船等が大きな被害を受けるなど、産業の基盤|

が失われるような事態に直面している。
3.また、沿岸の被災地(八戸市、金石市、石巻市などの38市町村)に立地している企業は
約9万社、全国の2%程 度であり、その多くは小規模な企業となっている。

|1 書 森 1 岩手 1宮 城 1福 島 1全 国平均

漁  業  1 59.31 57.11 56.51 58.91 55.6
……――――…………1‐‐卜‐‐‐■‐-1__1_―――}―■―――-1__……………+…‐‐‐̈‐̈―――

43.7 1  4516 1   44.5

資料 :総務省「平成19年 就業構造基本調査」 (歳)

青森県:0.33

岩手県:0.31

宮城県:0.54

福島県:0.46

(参考)
兵庫県:0.70

0.68

0.64

0.61

0.63

神F~:0.83(1993年 度)

0.83(1994年 農:)

0.83(19951E′ 責)
1   0.78(1996年

度)

0.73(2009萄 二′責)



(参考2)小規模都市圏としての地域特性

1.沿岸の被災地域は、生活面、経済面双方から見て、小規模の都市圏であるも
のが多く、これらの地域は、大きな都市圏に組み込まれていない。

2.10%通 勤圏を表す都市雇用圏(※1)で見るとt宮古、金石、気仙沼、南相馬
等6～ 8万人規模の小規模な都市雇用圏が点在している。

都市雇用圏人口

! soz',trrrt

10万人以上
30万人未満

10万人未満

※1都 市雇用圏とは、おおむね①人
口集中地区の人口が1万人以上、
②周辺市町村から中心市町村への
通勤率(通勤者数/就 業者数)が
10%以上の圏域であり、単一の市
町村を超えて形成される通勤圏を表
す。このような都市雇用圏は我が国
全体で251ある。

※21995年 の神戸都市圏の人口は、
221.9万人。(第5位)

(資料)都市雇用ロホームページより作成。
htpゴム閣解.csiS.u―tokyo.acJpノUEArindex.htm

4

青森県・岩手県・宮城県・ こおける都市雇用日(2005年 )



2.津 波を受けていない震災地域の中小企業復興の課題

(1)津波の被害を受けていなくても、地震により影響を受けた地域では、引き続
や設備が破損したこと、設備の保守「点き物流に停滞が見られること、建物

検が受けられないこと、未だガス等の供給に支障が生じていること、などによ

り、企業や商店街に影響が生じている

(2)販売、生産の落ち込みから、多くの事業者がは資金手当や雇用維持などの

問題に直面している。
【中小企業等の声】

①融資について、長期の据え置き期間が必要という声が多い。(宮城県中小企業団体中央会)

②従業員を休ませている。営業短縮や休業が続けば、特にパート・アルバイトの賃金減少、解雇など雇用機会への影響が,い配。

(岩手県、商工会)

③従業員の雇用は、ワークシェアリングでは乗り切れない。休業補償するなど手厚い雇用対策が必要。 (山形県中央会)

(3)事業再開に当たつて早急に生産設備の修繕・保守を要するが 資ヽ金と専門

家が不足しており、十分に対応できていない。生産設備等に大きな支障が生

【戦返曇蒻霧養者も存在。
①組合員の工場にひびが入つて修理が必要。機械設備も調整が必要なため業者に依頼しているが、修理の見通しが立っていな
い。【3月22日】(岩手県、花巻機械工業団地協同組合)
②造船は見通しが立たない。造船は部品を久慈から納入しており、その久慈が壊滅的な被害を受けているため。【3月31日】(青森
県人戸市)
③八戸は水産加工業が多く立地する地域であり、設備を石巻から調達していたこともあり、設備の故障・調整等に対応できず操業
停止に陥つている工場もある。【3月31日】(八戸商工会議所)
④地震で機械が動ぃたので調整が必要であるが業者がなかなか来てくれない。当社の場合、精密加工が主力で機械の精度を再

調整するのにかなりお金がかかる。(精密金属加工、東京都大田区)

(Z年 )

れることになりかねない。 -5



(1)被災地域周辺で生産された商品では、農産物はもとより、広く安全彊天両
また、国内の業者が被災地域への輸送を断るケースもある。

【中小企業等の声】

①「福島県」と書いてあるだけで商品(味噌)が返品になつている。(郡山商工会議所)
②流通業者がら喜多方で製造したラーメンは不要といわれている。米もいらないと言われていると聞いている。
(会津喜多方商工会議所)

③工作機械をリースする場合、福島の場合は買取を要求されている。(郡山商工会議所)
④トラックが来てくれないため、原材料が入手できない、製品が出荷できないとの相談あり。(福島県商工会連合会)
⑤原発の風評被害で、企業間の物流が停滞して、資材が市内まで届かない。(郵便や宅急便は届く)(いわき商工会議所)
⑥最大の懸案は、産業が立ち直つたときに、県外・国外で福島県産のものを買つてくれるかという不安。(いわき商工会議所)

30km圏 内の市町村には、
約吾 社の企業が立地

困難となっており、先行きの見通しも
立たないなど
【中小企業等の声】
①原発20km圏内に立地する企業経営者は、一体いつになったら戻ることができるのカ
日々 考えている。元気のある経営者は、違う場所で事業を行うためすでに走り出し
るが、多くの経営者はそこまでには至つていない。厄介なのは、原発20kmから30kmまで
の企業で実質的に営業ができない。30km圏外では、大分、企業が現地に戻りつつある
が、実際の営業は難しい面がある。【4月4日】(福島県中小企業家同友会)
②浜通りのひとが避難しており、こういうひとが事業を立ち上げる際の支援(貸事務所、貸
し工場、賃金助成)を要望。現に、会員よりも、避難者からの相談の方が多い状況。
(郡山商工会議所)

③生産拠点が相馬以外の地域に移転してしまうことを懸念。(原町商工会議所)
④雇用吸収力の大きい基幹企業が引き続き、いわきに残つてもらえるかが大きな問題。
ゴーン社長が日産の工場はいわきで頑張ると宣言して頂いたことは明るいニュースで

元気が出る。(いわき商工会議所)

非常に大きな影響を受けている。
11liC 30km圏 内

(イメージ図)

福島第一

1 0 k品圏 内

資料:総務省
「平成21年経済センサ
※企業数は、いわき市及び
飯舘村以外の10市町村を
集計。



4.福 島原子力発電所の事故や消費マインドの低下等により全国規模で生じる影
“

墨
日　一

東京電力管内の電力需給問題により影響を受ける企業数 (株式会社東京商エリサ
ーチのデータ)

7

(1)原子力発電所の事故や震災の影響で旅行をキャンセル・自粛する動きのほか、消
費マインドの低下による飲食業などサービス業への影響、震災地域との取引が困難
となることによる影響など、様々な影響が全国規模で拡大しつつある。

また、福島県で生産された商品であるかどうかに関わらず、輸出の際に、海外のメ
ー

カーから放射線検査を要求されるケースが出てきている。

(2)3月14日から行われた計画停電は「不実施が原則」となり、今後は、中小企業も

含め相当程度の節電を行つていくことが不可欠となつている。こうした節電の対応

は中小企業の生産活動にも大きな影響を及ぼす恐れがある。したがつて、電力需
給FHR題については今後とも十分に注視していくことが必要。

東京電力管内の企業数は、71万社(全国割合約40%)あ り、その大半は中小企業となつている。さらに、

東京商エリサーチのデータでは、主要製造業5業種について、域内企業数と、域内企業と直接取引のある

域外企業数を合わせると、全国の約62%を 占める。

東京電力管内の

企業数

全企業に占める

割合(%)

東京電力管内

企業と取引のある

それ以外の地域の
企 業数

全企業に占める割合
(%)

合計
企業数

合計割合
(%)

輸送用機機器具 1,560 42.2 1,008 27.3 2,568 69.5

電子部品ロデバイス・

電子回路
1,007 45.9 509 23.2 1,516 69.1

生産用機機器具 3,108 36.7 2,053 24.3 5,161 61.0

化学 1,620 45.6 1,219 34_3 2,839 79.9

食料品 2,941 27.9 2,641 25.0 5,582 52.9

合計 10,236 36Ю 7,430 26.1 17,666 62.1

※東京電力管内の都県は、栃木県、茨城県、群馬県、千葉県、神奈川県、東京都、埼玉県、山梨県、静岡県の9都県。



4.福 島原子力発電所の事故や消費マインドの低下等により全国規模で生じる影響

【中小企業等の声】
(ア)福島原子力発電所の事故による影響
①観光はすべてキャンセルにされており、自殺者も出ており、廃業も出ている。(福島県中小企業団体中央会)
②4～5月に計画していた合計300～ 400人 分のツアァのほとんどが中止。海外は、原発の問題に危機感が強い。
(京都府、旅行業)
③木材製品t機械関係まで放射線検査を求められている。(福島県中小企業団体中央会)
④被曝していない旨の証明がない限り、船への積み込みを拒まれるケースが出てきている。(愛知県、工作機械製
造業)

(イ)消費マインドの低下

①風評被害のみではなく、イベントの自粛などの「遠慮被害|についても危惧してぃる。会議を開くことすら遠慮され
てしまう。 (全 国商店街振興組合連合会)
②地震のあった3月H日 以降、旅館・ホテルのキャシセルが相次いでいる。特に、外国人観光客のキャンセルが増
えており、温泉街への影響が,心配。 (登別商工会議所)
(ウ)取引関係

①被災や計画停電による操業停止(短縮)で原材料供給が滞り、部品製造に影響。長期化すると、海外メーカ∵

向け輸出用部品がtサムスンをはじめ別の海外メーカーに取つて変わられ、復旧後も戻らない恐れあり。(浜松
商工会議所)

②大手自動車メニカーも一部車種の生産を再開したが、生産量は1割程度。東北からの部品供給が滞っているこ
ともありくサプライチユーン全体からみると、当地域の二次・四次にあたる中小企業の資金繰り等について、2～
3ヶ月後に大きな影響が顕在化する恐れがある。(中部経済連合会)
(工)計画停電が実施されていた際の影響
①1300℃の溶解炉は、通常は電気を用いて12時間かけて冷去口するため、計画停電時は稼働率が2割程度に落
ちた。計画停電が行われれば、深夜操業も必要となってしまう。(鋳物鋳造t埼玉県川国市)

②計画停電時には、取引先からの注文が計画停電に影響のない同業他社に流れ、注立は減少∝(半導体研磨t
埼玉県秩父市)

③計画停電の際には食事の用意ができないので、ホテル側が断つていた例がある。その他、計画停電があると、
正常な営業が行えないため、売上減、資金繰り圧迫につながる。(飲食業、理容業、学習塾他)(中 小企業団
体) 8



5.大 幅で多様な資金需要への対応の必要性及び
雇用維持への支援を求める動き

(1)店 舗 や 工 場 が 壊 滅 した事 業者 は 、 菰 主
辻が 直 に"・

融 資を要望.している。

の 仮 ミ つ な 葭 … の 日

であり、新規借入れについても、無 担保 、無利子 、長期 の

(2)ま た、災 害 対 応 保証 枠を従 来 の枠 とは 、別 枠 に、という声 も多 い。

て3)こ の他 、経 済 的影 響 が 広 範 囲 に及ぶ ため 、 緒 悪 ヒ の 日 ・か影 饗

受ける企 業も、金 融面で様 々な資金不 足が発生 。

【特 別 相 談 窓 ロ に寄 せ られ た 中 小企 業 からの 相 談(3月11日 ～4月11日)】

・相談 件 数:36
,974件(阪 神 淡 路 大 震 災 にお ける特 別 相 談 窓 ロと比 較 し、約2倍 のペー ス)

(相 談 件数 の 内訳 は 、概 ね5県(青 森 、岩 手 、宮城 、福 島 、茨 城)で6割 、そ の他 で4割)
・うち融 資 承諾lt926件

、453億 円
・うち保 証 承諾=1 ,596件 、267億 円

(4)事 業再 開に向けて、雇用を維 持しようとする中小企業からは、支援を求める

声が 多く上がっている。

仙台・・日本政策金融公庫では、石巻支店が被災して

営業できないことにより、仙台支店において
石巻支店分も含めて相談に応じており、長蛇の列

『聾 謡 二:1∴

母
累.「;輪

石巻 ・・石巻支店が被災した日本政策金融公庫

では、石巻商工会 議所の一隅を使って、

出張相 談

石巻一商工会議所に設けられた特別相談
窓ロ(一階部分が被災のため、二階に

仮設)列 を作り順番を待つ多数の相談者g



.6.商 工会 ・商工 会議所など中小企 業を現 場で支える機 能 の低 下

沿岸部の小規模のまちは多くが商工会の地域であり、商エ会篁
こ ご ・ 絡 一結 軸 目 の で ノ、Aの 諮

、,・、

カミ ∠封 こ 詫一 噛 元、い 亀鵠 に など、中小企業支援が困難になっ

ている事例が多数生じている。
今回の震災によって被害を受けた商工会・商工会議所

商工会 商工会議所

施 設数 てρ07 237

被災箇所数166 zo

うち、全壊 ・半壊22 6

うち、一部 破損138 14

※いずれも本所、支所を合わせた数となっている。
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被害を受けた石巻商工会議所

警『ぎド
L甥

松 島町 商工会館 ・・仮事務所 において相談を実施';



資料2

東:日本大震災により被災された
中小企業の方々に対する支援について

中小企業庁



1.資 金繰り支援
当面の資金繰り支援策として制度や体制の拡充とともに、出張相談会を開催。

1.公庫による貸付制度や信用保証制度の拡充

(1)23年 度上期のセーフティネット保証については、対象業種を原則全業種(82業
種)に拡大して実施中8

(2)震災の激甚災害指定等に伴い災害関係保証t災害復旧貸付を発動。

2.信用保証協会の財務基盤強化

被災地の保証協会‐が当面の運転資金や設備資金の二ニズに対して積極的に保証を
行えるよう、各保証協会の財政状況を踏まえt岩手t宮城、福島の3協会に総額約75

億円の無利子貸付を実施予定(全国信用保証協会連合会の基金を活用):

3.体制の拡充

(1)23年度においては、日本公庫の定員削減計画を凍結。
~

(2)公庫等においては、他地域からの職員やOBの応援派遣を実施。さらに、臨時職員
の増員等について検討。   |

4.被 災地における出張相談会(金融相談)の開催              :

日本公庫、商工中金等において、被災地における出張相談会を57ヶ所で延べ63回
開催(4月12日時点)。4月t5月も引き続き開催(現時点で35ヶ所延べ50回 )の予定。



1.仮 設店舗口仮設工場の整備  ‐
‐

(1)震災により大きな被害を受けた地域において、早急に仮設店舗・仮設工場の整備を行う。

(2)このため、具体的なニーズの把握と設計準備調査を実施するため、仙台、盛岡、福島
等に中小企業基盤整備機構の職員計37人 (建築士、技術士等の専門家を含む)を派
遣(4月10日～)。同時に、中小企業庁職員も派遣し、自治体等との調整を担当。

2.被 災した施設の再建と事業の再開に向けた取組

2.中小企業に対する技術専門家の派遣

自動車産業等のサプライチェーンにかかゎる被災中小企業等の復旧・復興のため、

業界団体等を通じて現地の具体的二一ズを踏まえ、設備補修・生産管理等の専門家を

中小企業基盤整備機構より現地に早急に派遣する。

3.中小企業基盤整備機構においては、これまで以下のような取組も実施。

(1)現地支援拠点「中小企業復興支援センター」の設置
※福島は、「中小企業震災復興:原子力災害対策経営支援センター福島」

現地の情報収集の拠点として、仙台、盛岡、福島の3箇所にセンターを設置。

(2)専門家チームの被災地域への派遣       | ｀ (

地元自治体t中小企業団体等から復旧0復興に向けた課題・要望を直接調査するため、
5県 166市 町村に対して、中小機構職員・専門家から成るチームの派遣を打診。皮切り
に、3チニムが、八戸(3月30日 ～4月 1日)、石巻(3月31日 ～4月2日)、久慈(4月6

こ 日 ～8日)を訪間。 3



、3.原 子力発電所の事故に係る輸出時の風評被害への対応

福島原子力発電所の事故を受け、各国から日本製の鉱工業製品に対する懸念が広がつ
ていることから、外交ルートで働きかけるとともに、事業者に検査機関を紹介。

1.各国への働きかけ |‐

各国・地域の関係当局が過剰に反応し、科学的根拠に基づかない形で商品忌避や

過度な検査要求がなされないよう、個別に働きかけを実施。

2.国 内での取組

輸出向け鉱工業製品に対する風評被害に対して、以下の取組を実施。

(1)JEttROにて、諸外国の動向を現地で調査しtHpで 情報提供するとともに、トラブル
が発生した際の対応などについて緊急相談窓口や全国36ヶ所の貿易情報センター

で個別に企業の相談に対応。 :

(2)放射線量の検査機関を紹介

(3)各地の商工会議所による、簡便な形での証明書発行の取組を事業者に周知

(4)日本貿易保険(NEXl)が、貨物の輸入制限・禁止等による損失が貿易保険によつ

てカバ下される事例を周知するとともに、震災復興支援ダイヤルを設置6

日本貿易保険 震災復興支援ダイヤル…0120‐ 6707094

(フリニダイヤル)



4.被 災した商店街の復旧支援

」窒1場鍵憑arを 下
日
1早
く熟道
|こ
栞せるた
り
には、
十
域の
デ
ミュ
テ言ィ
の機能を回復:さ

甘
このため、コミュニティの重要な担い手である商店街について、地震や津波により被害が

提 籍詐?補
修や障害物除去に要

すぅ言甲
を補助する事業を、既存の予算措置を活用

補助 (定額)           補 助 (定額)  〔 補助対象者〕

⇒回 呻 全国商店街振興組合連合会

(略称 :全振連)

商店街振興組合等

(任意の商店街を含む)

(1)【第1次公募】商店街振興実践事業(災害復旧事業)
予 算 規 模  :4億 円 (1件あたり上限500万円、下限30万円)

交付決定団体数 :96件 (青森県2、岩手県6、宮城県32、福島県11、茨城県4等 )

(2)【第2次公募】商店街振興実践事業(災害復旧事業)
予 算 規 模 :2億 円の内数 (1件あたり上限500万円、下限30万円       ‐

ただし、施設の補修に係る費用は上限100万 円、下限30万 円 )

公 募 期 間  :平 成23年 4月 11日 (月)～平成23年 4月22日 (金)

事業実施期間  :平 成23年 4月下旬～年度内

5



5.被 災中小企業に対する相談・広報の展開

1.商工会,商工会議所の相談機能の強化

被災地において独力での相談対応が困難となっている商工会・商二会議所に対し、

中小企業支援ネットワすク強化事業(平成23年度事業)を活用して、相談員を派遣し、

現地における緊急の相談体制を整備。

【応援人材の登録】379名(中小企業診断士、企業OB等)(4月12日時点).

【当面の予定】仙台商工会議所、福島商工会議所、盛岡商二会議所(4月11日ん)t石巻商工

会議所(4月12日～)に対して派遣を実施。さらに、陸前高田商工会、山田町商工

会への派遣を予定8

2.現 場に届く広報の強化

関係省庁の協力を得て、金融面(資金繰り)、雇用面(雇調金田失業給付)、税制面の

支援策を一冊にまとめた「中小企業向け支援策ガイドブック」を作成し、利用者の立場に

立った広報を徹底。

i                                                              6



6.今 後の施策(主要検討事項)

1.金融支援
①信用保証に関してt直接的に被災した中小企業者以外も含めた被災中小
企業者を対象に、利用枠の拡大や保険填補率の拡充等。
②被災中小企業者に対する公的融資(公庫‐商工中金)の金利の引き下げ等。
③中堅・大企業向けの危機対応の低利融資等の拡充。
④農業・漁業信用保証保険制度と中小企業信用保険制度の連携強化による
資金供給の円滑化。

2.施設の復旧・整備支援
⑤被災地域の中小企業等が地域で一体となつて進めるサプライチェニンの立
て直しや商店街の復興などに不可欠な施設復旧t整備を支援するスキTム
の創設。
⑥自治体や企業に余力のない津波により壊滅的な被害を被つた地域におい
て、地域の中小企業が共同で利用可能な貸店舗口貸工場を整備。

3.そ の他
⑦被災地の物産販売やイベント、農商工連携支援などにより、被災中小企業
の販路開拓を支援:
③被災中小企業の広域的な取引あつせんを実施。



夏期の電力需給対策の骨格

平 成 23年 4月 8日

電力需給緊急対策本部

未曾有の大震災により、東京・東北電力管内の供給力は大幅に減少。これによつ

て生じた需給ギャップに対処するため、やむを得ない緊急措置として計画停電を実

施。これまでのところ、両電力管内の需要家の方の節電への取組もあり、「大規模

停電」を回避。    1
しかし、今後、一旦は改善する見込みの需給は、夏に向けて再び悪化。これに対
しt需給両面の抜本対策を講じなければ、計画停電とその下での弊害から脱却でき
ない。このままでは、国民生活やとりわけ国の活力の源である産業活動が疲弊し、

震災からの復興と日本経済の再出発は望めない。
このため、官民一体となうた創意工夫によって、この難局から脱するべくt以下の
ような認識とそれを踏まえた対策をどう取り進めるかについて、両電力管内の国民
各層や産業界の理解と叡知を集める協力をお願いしたい。

1.今 夏の電力需給の見通

口東京電力の供給力は、震災直後に約3,100万 kWま で低下した後、3月末には
3:600万 kW程 度まで回復。今後、発電所の追加的な復旧及び定期検査からの復
帰等により供給力は徐々に増加。現時点では、需要のピークを迎える夏までにはt
4,500万 kVV前後の供給力を見込む。
(注)揚水は、需給バランス悪化により、夜間の汲み上げが不十分になるおそれがあり、供給力に含まず。
また、日々の供給力は、他社との融通や天候により変動がありうる:             |

口今夏のピーク時需要は、節電意識の浸透等により減少が見込まれるものの、現時
点では、最大ピークとして約5,500万kWを想定。(昨年夏は、気温が著しく高から
たこともあり、最木ピークは約6,000万kw)

・この先当分の間、計画停電が発動される可能性は低くなつているが、夏には需給
ギヤップは再び拡大。現時点での需給見通しでは、最大ピーク時に1,000万kW程
度、昨年並みのピTク (約6,000万 kW)を想定した場合には1,500万 kW程 度の
供給力不足の恐れ。       「



(2)1東北電力の今夏の需給バランス

7東北電力の供給力は、震災直後に約900万 kWま で低下した後、3月末には
1,100万 kW程 度まで回復。今後、長期計画停止火力の復帰等を行い、現時点で
は、享までに1,150万 kW前 後の供給力を見込む。

,今夏のピニク時需要は、震災の影響や節電意識の浸透等により減少が見込まれ

るものの、現時点では、1‐300～ 1,380万 kWを 想定。(気温が著しく高かつた昨
年並みを想定すると、最大ピニクは約1,480万 kW)

甲東北電力管内では、当面、計画停電が実際に発動される可能性は低いが、震災
からの復興と冷房需要の増大等により、夏の需給ギャップが顕在化。現時点での需
給見通しでは、最大ピーク時に、150～230万 kW程 度、昨年並みの猛暑を想定し
たピニク(約1,480万 kW)の 場合は約330万 kWの 供給力不足の恐れ。

。今夏の需給対策の基本的考え

(1)計画停電からの脱却とその狙い
・計画停電はt震災により大幅な需給ギャップが生じた中で、不測の大規模停電を
生じさせないために、やむを得ない緊急措置として採用。

マ国民・産業界の節電への取組もあり、需給バランスは改善。需給が緩和していく中
で、今後とも節電への取組が維持口強化される前提で、計画停電の「実施が原則」
の状態から、「不実施が原則」の状態へ移行する。これは、原則として常に通電され
ている状態への転換を意味する。

・二方、夏には、需給ギャップが大きく拡大。これに対し、計画停電の「不実施が原
則」の状態を維持するため、供給力の積み増しに向けたあらゆる手段を講ずるとと
もに、事業活動のあり方やライフスタイルにも踏み込んだ抜本的な需要抑制対策を
講ずることが必要。

・その際、予めピ下生時間帯の使用最大電力(kW)の抑tll幅を示医需要家が、操
業時間のシフトや体暇の長期化・分散などに創意工夫をこらして計画的に取り組む
ことにより、消費者や、とりわけ国の活力の源であり、また復興の基盤でもある企業
の生産畠操業に極力支障のでないような仕組みを考えることが肝要。
(注)計画停電は、需給両面の対策で需給ギャップの解消ができなかつた場合の、セーフテイネットと位置
付ける       |



(2)対策が必要な需給ギャ2ゴの量
:東京口東北電力管内においては、現時点での需給見通しによれば、1,000万 kW

程度(東京)、150～ 230万 КW程 度(東北)の需給ギヤップが存在。さらに、昨年並
みの猛暑を想定した場合には、1,500万 kW程 度(東京)1330万 kW程 度(東北)
のギャップとなる。

日したがって、現時点では、最大で、東京で1,500方kw程度、東北で330万kW程
度のギャツプを解消することを目標として、需給両面の対策を検討することとする。

・一方t需給ギャップの見通しは、今後の供給力の確保状況、需要見通しによって

変化。したがって、需給見通しと必要対策量を随時見直しt.需要抑制による国民日経

済活動への負担が過剰なものとならないよう適切に情報提供することとする。
(注)特に需要見通しは、復興の状況、天候、節電意識等に左右され、今後の推移を見守る必要。
(注)電気事業法に基づく報告徴収を東京D東北両電力会社に命令しt需給見通しを提出させることとする。

(3)国民の参加
・供給側が一方的に需給ギャップを調整する計画停電に頼るのではなく、国民口産
業界等すべての需要側が、

・―層の創意工夫を行うことで対処するという、国民参加
の運動としていくことを目指す。

供給面の

(1)今夏に向けた短期的な対策

東京電力管内で500万 kW程 度、東北電力管内で50万 kW程 度の供給力の積
み増しを目指す。 |

:火力発電所(共同火力を含む)の復旧:立ち上げ       ‐
被災状況を確認し、復旧可能性を追求。

甲緊急設置電源(ガスタービン等)の新設   、
系統余力の上限まであらゆる種類の緊急設置電源の導入を目指す。このため、
今般の震災により失われた電気供給力を補うための火力発電設備の設置につい
て 災ヽ害復旧事業として位置付けられたものは環境影響評価法の適用除外とな
ることを確認するなど各種環境整備に努める。

日自家用発電設備(自家発)の活用



管内の自家発設備を対象に調査を実施し、新規の調達先を含めて電力によ
|   る 買取の確実化を図る一方で、自家発設置者に対して、売電を要請`

・揚水発電の活用     |

(2)今夏以降に向けた対策

・火力発電所(共同火力、IP'を含む)の復旧日立ち上げ
今夏までに立ち上がらなかつた火力について、被災状況を確認し、早期の復旧

可能性を追求。

・火力発電所等の新設・増設
1     現 在建設中の火力発電所の運転開始の前倒しを目指す。

l   t緊 急設置電源(ガスタービン等)の新設
海外からも含めた据え置き型ガスタービンの更なる設置を追求。

|     ■

・地域間連系線の増強

| ′艦 蓬象黒竃:2謂鶏議糧 35潔取望
を甲&ま≒〒奮ゃ

||   口
再生可能エネルギT(太 陽光t風力、地熱等)の導入促進

|   ・ 分散型電源の導入促進

‐関連の研究技術開発の促進

需要面の対

・東京電力管内で、少なくとも1,000万 kW以 上、東北電力管内で280万 kW以 上

の需要II「制を図ることを目標とする。(供給面の対策と併せt需給ギャップを十分に
解消できる量として想定:)

・大口需要家、小日需要家、家庭の部門毎にt抑制可能性も加味して需要抑制の
目安となる目標を設定し、以下のとおり、4月末の成案とりまとめまでに、需要家が
多様な措置の組み合わせ等によりこれを達成する方策を官民あげて検討し、最終
的に目標数値を決定することとする。



・使用最大電力(kW)を抑制することを基本とする。

・抑制目標は、東京電力、東北電力管内それぞれの需給状況に応じて設定すること

となるが、現時点では、両者において抑制すべき需要量が総需要量に占める割合

はほぼ同じであり、共通の日標を設定することとする。

・個別の需要家(事業所)(注)は、ピーク期間二時間帯(例えば、7～9月 (平日)の1

0時 ～21時 )の最大使用電力を25%抑 制するための具体的取組と、営業時間の

短縮・シフト、夏期休業の設定E延長・分散化等のライフスタイルの変革につながる

取組について計画を策定し実施。
(注)需要家には政府及び地方公共団体を含む。以下同じ。

・需要抑制の実効性及び需要家間の公平性を担保するため、電気事業法第27条

を活用。その際、事業活動の実態を勘案し、同業・異業の複数事業者が共同して需
要抑制を行うことも可能とするスキームの導入を検討。

立21)口需要家(契約電力500kW未 満の事業者)【200/o程度II「Ш

・個別の需要家(事業所)は、ピ‐ク期間口時間帯における最大使用電力の20%抑

制に貢献するため、具体的目標を設定するとともに、空調・照明機器の節電、営業
時間の短縮・シフト、夏期体業の設定・延長・分散化等をするための具体的取組に
ついて自主的な計画を策定し、公表。所管省庁は、計画の策定、公表を促す。

・政府は、日標達成のためのメニュT例 (空調、照明、OA機 器等の節電)を提示す
るなどtこれを支援するとともに、計画を策定した需要家が節電行動を分かりやすく
表示するよう促す。またt節電に積極的な需要家の取組を一覧できるサイトを立ち
上げ、その取組を国民に広く示す。

・所管省庁L業界団体:自治体等を通じて個別の需要家の取組を強力に進めるとと
もに、適切な情報提供や巡回節電指導を行うことで、国民運動を展開。

(3)家庭・個人 【15～20%程 度抑制】

・節電に向けた気運を高め、家庭に対してもピーク期間,時間帯における最大使用
電力の15～20%抑 制を目標に、国民運動を積極的に展開。地方自治体、業界団
体や学校とも幅広く連携。
>メ ディア、地方自治体、業界団体、学校等のあらゆるルートを通じ、家庭で



の節電意識の徹底を図る。

>「 どのような行動をとればどの程度節電ができるのか」(例:冷房を2℃高く

すると、●kWの 節電に貢献)といつた分かりやすさに配慮しつつ、国民向

けの対策メニュー例を提示。

・節電を促す制度的手法についても検討。

・日々の電力需給デ=夕の「見える化」を徹底することで、消費者・事業者の節電意
識を下層高める。既に電力会社及び省庁ホームページで掲示されているところ、テ
レビ放送出公共交通機関の画面表示等においても掲示されるよう働きかける。

,ピニク期間・時間帯に配慮した大型イベントの開催・放送を促すとともに、学校等に
おける節電教育の実施を促しt家庭「個人の電力消費の抑制を進める。

。国民の叡知の結

・「節電」べの社会的関心がかつてないほどの高まりを見せる中、例えばポ‐タルサ
イトを活用して国民から「節電」のアイディアを広く募集するなど、積極的に国民の意
見を募集し、国民運動につなげる: ‐

。今後のスケジュ=リ

:今後、本骨格(案)を踏まえ、電力需給緊急対策本部及び同幹事会において、需
給対策の部門毎の対応のあり方、具体的な内容を検討。

・4月末目途で、電力需給緊急対策本部で、全体としての実効ある政策パッケニジ
を取りまとめるも
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夏期節電対策の具体例
・生産プロセスのァ層の合理化、設備運用の最適化
・省エネ設備の導入
・節水の推進
・操業時間/日の短縮、シフト
・夏期休業の設定・長期化・分散化 他

・空調温度の引き上げ(目安温度の設定)
・照明の削減 (窓際での消灯、ネオンの消灯など)
・空調時の換気量調整(今より少なく)
・建物の遮熱性向上(窓に遮熱フィルム、ブラインド他)
・パソコン、プリンター等のOA機器の使用削減等
・省エネ設備の導入
・節水の推進
・営業時間/日の短縮tシフト
・夏期休業の設定・長期化,分散化
口節電ビズ(クールビズの一層の強化)他

・空調温度の引き上げ(目安温度の設定)
・扇風機の利用(エアコンの代わりに扇風機を)
・照明の消灯(昼間は使わない)
・家屋の遮熱性向上(すだれやカーテンの利用を)
・待機電力の削減(使わない家電はコンセントを抜く)
・省エネ家電製品の導入(白熱電球からLED・電球型蛍光灯など)
・節水の推進
・家族はなるべく‐部屋で団らんを
・電力需要ピーク期の家族旅行 他



夏期の電力需給対策について
平 成 23年 4月 8日

電力需給緊急対策本音F

(東京口東北電力管内の電力不足を需給両面の抜本対策で乗り越える。)

` 未曽有の大震災により、東京電力・東北電力管内の供給力が大幅に減少。計画停電導入のやむなきに

至り、国民生活や産業活動に大きな影響6

0 夏|の更なる需給逼迫を、政府・電力会社・国民各層が二体となつた需給両面の抜本対策で乗り越えてい

く必要。

(計画停電の「実施が原nll」から「不実施が原Rll」へ)

・ 国 民各層の節電努力が実を結び、今春の需給バランスは改善。計画停電の「実施が原則」の状態から、

「不実施が原則」の状態へ移行する。これは、原則として常に通電されている状態への移行を意味する。

(夏場に向lサた取組み T需 要家が、必要な生産活動等を確保できるよう、より計画的に対応

じやすい仕組みへ)

・ しかし、夏には需給ギャップが大きく拡大。これに対し、計画停電の「不実施が原則」の状態を維持する

ため、供給力を積み増すとともに、東京電力・東北電力管内の国民各層と、心を
一つに抜本的な需要の

抑制に取り組んでいきたい。

・ そ の際、予めピーク時間帯の使用最大電力(kW)の抑制幅をお示しし、需要家の方々が、操業時間のシ

フトや休業日程の長期化・分散化などに創意工夫をこらして計画的に取り組んでいただくことにより、消

費者や、とりわけ国の活力の源であり、また復興の基盤でもある企業の生産・操業に極力支障のでない

ような仕組みを考えることが肝要。                              1



(需給対策パッケージのイメニジ)

・ 具 体的には、東京電力管内で最大1500万 kW程 度と見込まれる需給ギャップに対し、500万 kW程 度の

供給力の上積みと、1000万 kW以 上の需要抑制を目指す。

0 同様に、東北電力管内で最大330万 kW程 度と見込まれる需給ギャ,プに対し、50万kW程 度の供給力の

上積みと280万 kW以 上の需要抑制を目指す。                       ヽ

, このため、ピニク時間帯(例えば、7月ん9月の10～21時 )に、最大使用時の電力(kW)を、大口需要家に   |
は25%程 度、小口需要家には20%程 度、家庭・個人には15～20%程 度の引き下げを自‐安として設定し、   |

制度的手法も含め、これを達成できるような方策を検討していきたい(4月末の取りまとめに際しては、最終   ‐

的な目標数値を決定する。)。
注:需要家には政府及び地方公共団体を含む。

・ 大 国・ノJ 国ヽの需要家については、具体的な取組みについて計画を策定し実施することとし、特に大口需要    .

家については、その実効性・公平性を担保するため、電気事業法第27条を活用する。

・ 東 京電力・東北電力管内の節電を国民運動として進めていきたい。特に、従来の取組に加え、例年より夏

休みの日数を増やしたり、休みが重ならないようにするなど、社会全体で取り組むことで効果が大きくなるよ

うな取組も重要。

O こうした取組について、十分な情報を提供し、計画的に需給ギヤップの解消に取り組めるようにする。政府も

節電を自らの問題として、国民の皆さんとともに取り組んでいきたい。

・ 国 民各層の創意工:夫を結集しt4月末を目処に政府としての実効ある政策パッケニジをとりまとめることとし

たい`

(万Tの ときのための対策)
0 計 画停電は万―のときのセーフティネットヘ。
・ 万 ―の発動時にも貴重な人命が損なわれることのないよう、①医療機関t在宅の人工呼吸器

使用煮
等の 2

電力の確保、②熱中症対策等に最大限取り組む。
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(男l11籠11)
夏期節電の主要な取組例

○工場などの操業時間を短くしたり、早朝・深夜にずらす。

○体業日を関係者間で互いに重ならないように分散して設定
する。

○夏休みの日数を増やすとともに、関係者間で互いに重なら
ないように分散して設定する。

→ 政府は、取組例を示すなど十分な情報提供を行うことなどを通じて、事業者
をサポT卜する。

昨年の夏季口端境期の最大需要日における供給パターン

(万kW)
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東京電力需要の推移 (平成22年 8月 )
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夏期節電の主要な取組例

○空調の設定温度を1℃引き上げることにより、

ビル全体の消費電力の概ね3～4%を 削減する。

○照明の間引き、ネオンの消灯等により照明を半減し、

ビル全体の消費電力の概ね5%を 削減する。

○空調の設定温度を1℃引き上げることにより、

家庭の消費電力の概ね3～50/oを削減する。

○使わない家電はコンセントを抜くことにより、

家庭の消費電力の概ね1～2%を 削減する。

(注)数値はいずれも試算値



(別紙2)

十画停.電による国民生活への影響への対応

○計画停電による国民生活への悪影響を緩和するためt可能な限り対応。

○これまでの対応の主要事例

1.鉄道
・変電所の運用や鉄道のダイヤ編成等の工夫によりt電力消費の抑制

を図りつつ、計画停電に伴う運行の混乱を改善。

2.医療
・医療機関等について、緊急かつ直接的に人命に関わることを考慮し、  |
変電所の運用改善等によつて停電による影響をできる限り緩和ι

,自家発電施設を保有していない医療機関に対して、自治体からの情報や個別 問い合

わせ等を考慮し、東京電力が電源車を派遣。

日在宅で人工呼吸器を使用している患者に対しては、厚生労働省が主治医、 訪 間看
1護ステーション等に注意喚起。 また、国立病院機構等に患者の緊急 相談窓口を設  :

置。




